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Ｃ．新「航空機事故緊急活動計画」の提案Ｃ．新「航空機事故緊急活動計画」の提案Ｃ．新「航空機事故緊急活動計画」の提案Ｃ．新「航空機事故緊急活動計画」の提案                    

 

 

新「成田国際空港航空機事故緊急活動計画」(案)は、「現計画」を基に、「成田国際

空港緊急活動研究会」がほぼ 1 年の期間をかけて、現状把握と課題の分析を行った

上で、より実践的、より具体的な計画づくりを目指して作成したものである。 

本計画が、成田国際空港の航空機事故緊急活動に参加する全ての関係機関によ

って有効に活用され、万が一、成田空港あるいはその周辺において重大な航空機事

故が発生した場合に、関係機関による効率的で円滑な連携活動が速やかに実施さ

れることを願うものである。それにより、被災者の尊い人命の損失や人体の損傷を最

小限に抑えるための一助となれば幸いである。また、我国の重要な社会資本である

成田国際空港の速やかな運航再開に役立つことを希望している。    
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新「成田国際空港航空機事故緊急活動計画」（案）新「成田国際空港航空機事故緊急活動計画」（案）新「成田国際空港航空機事故緊急活動計画」（案）新「成田国際空港航空機事故緊急活動計画」（案）    

    

「成田国際空港航空機事故緊急活動計画」は、成田国際空港及びその周辺におい

て、重大な航空機事故が発生、またはその発生が確実になった場合に、迅速かつ適

切な消火救難活動及び医療活動を実施するとともに、空港の可及的速やかな正常運

用の復旧を図るため、緊急活動の目的と優先度、また目的達成のための各機関の役

割と連携等を定めるものである。 

    

    

１．全体１．全体１．全体１．全体                                                                                                                                                                    

    

１．１１．１１．１１．１        緊急活動の目的と優先度緊急活動の目的と優先度緊急活動の目的と優先度緊急活動の目的と優先度     

1. 航空機事故緊急活動における「目的」を、「緊急活動に携わる各機関間の共通

の目的」という観点から、次のとおりとする。 

2. 各「目的」には「優先度」を設け、表のとおりとし、優先度の高い「目的」を優先し

て取り扱うものとする(ただし、各「目的」に向かっての行動は、並行して行われ

るものであり、ひとつの「目的」を達した後、次の「目的」に取り組むことを示した

ものではない)。 

3. それぞれの機関は、共通の目的に向って、「自分たちはどう行動することが適

切か」を判断し、行動する。 

 

優先度優先度優先度優先度 緊緊緊緊    急急急急    活活活活    動動動動    のののの    目目目目    的的的的 

        １１１１ 

 

 

 

 

 

 

 事故機搭乗者の救出・救命・治療・搬送事故機搭乗者の救出・救命・治療・搬送事故機搭乗者の救出・救命・治療・搬送事故機搭乗者の救出・救命・治療・搬送  ①搭乗者の救出  ②重症者の生命確保と搬送  ③中等症者の治療と搬送  ④円滑な緊急活動環境の確保  a)制限区域内緊急車輌用短絡動線の確保(空港内事故の場合)  b)緊急ﾍﾘ用発着飛行経路・ﾍﾘﾊﾟｯﾄﾞの確保 c)空港への緊急車輌用通路の確保(空港内事故の場合) 
        ２２２２ 

 

 

二次災害発生の防止二次災害発生の防止二次災害発生の防止二次災害発生の防止 

 ①後続機の衝突・事故発生防止  ②ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰの衝突防止  ③緊急活動者の安全確保 
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優先度優先度優先度優先度 緊緊緊緊    急急急急    活活活活    動動動動    のののの    目目目目    的的的的 

        ３３３３ 

 

軽症者・無傷者の対応軽症者・無傷者の対応軽症者・無傷者の対応軽症者・無傷者の対応 

 ①軽症者の治療・安定 ②無傷者の安定 

        ４４４４ 

 

 死亡者の遺体収容・安置・身元確認死亡者の遺体収容・安置・身元確認死亡者の遺体収容・安置・身元確認死亡者の遺体収容・安置・身元確認  ①遺体の収容・安置  ②遺体の身元確認 

  ５５５５ 

 

事故機搭乗者名簿の整理と照合事故機搭乗者名簿の整理と照合事故機搭乗者名簿の整理と照合事故機搭乗者名簿の整理と照合 

 ①被災者の確認  ②被災者の状態の確認 

     ６６６６ 

 

 

事故機搭乗者の家族等への対応事故機搭乗者の家族等への対応事故機搭乗者の家族等への対応事故機搭乗者の家族等への対応 

 ①搭乗者家族等への連絡 ②家族等への搭乗者状態の説明  ③家族・関係者の搭乗者への引き合わせ 

  ７７７７ 

 

 ﾏｽｺﾐﾏｽｺﾐﾏｽｺﾐﾏｽｺﾐへの情報提供への情報提供への情報提供への情報提供 

 ①事故状況の情報提供  ②搭乗者の情報提供 

     ８８８８ 

 

 事故機以外の航空機・搭乗者への対応事故機以外の航空機・搭乗者への対応事故機以外の航空機・搭乗者への対応事故機以外の航空機・搭乗者への対応 

 ①成田空港到着予定機の他空港へのﾀﾞｲﾊﾞｰﾄ  ②誘導路上待機航空機の駐機ｽﾎﾟｯﾄへの移動(旅客降機) 
     ９９９９ 

 

 

 

 ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ等の航空旅客への対応等の航空旅客への対応等の航空旅客への対応等の航空旅客への対応 

 ①旅客自身による状況の把握  ②旅客の反応・行動の安定化  ③旅客へのｻﾎﾟｰﾄ  ④旅客・手荷物取り扱い業務の混乱の回避 

 １０１０１０１０ 事故原因の究明事故原因の究明事故原因の究明事故原因の究明 

 ①事故原因の究明(目的：事故再発防止目的) ②事故原因の究明(目的：過失責任の有無） 

 １１１１１１１１ 空港運用の再開空港運用の再開空港運用の再開空港運用の再開 

 ①「事故発生滑走路以外の滑走路」の使用再開 ②「事故発生滑走路」の使用再開(空港内事故の場合） 
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１．２１．２１．２１．２        緊急活動緊急活動緊急活動緊急活動計画の適用範囲計画の適用範囲計画の適用範囲計画の適用範囲    

緊急活動計画の適用範囲を 2 つに分け、以下のとおりとする。 

1. 「空港内」 成田国際空港内 

2. 「空港外」 成田国際空港の周辺地域(成田国際空港消防相互応援協定団体

に係る市町村の区域) 

 

１．３１．３１．３１．３        緊急活動開始のトリガー緊急活動開始のトリガー緊急活動開始のトリガー緊急活動開始のトリガー 

緊急活動開始のﾄﾘｶﾞｰ【緊急活動は以下の状況(緊急度)を以って始動する】。 

       航空機の状況         緊急活動開始のﾄﾘｶﾞｰ 緊急度ﾚｯﾄﾞ(赤) 明らかに人的損害を伴う航空機事故が発生した場合 (例：航空機が墜落した場合） 事故発生時点で自動的に、緊急活動開始のﾄﾘｶﾞｰが引かれる。 緊急度ｵﾚﾝｼﾞ(燈) 飛行中の航空機に、人的損害を伴う重大な事故に繋がる恐れのある航空機ﾄﾗﾌﾞﾙが発生した場合 (例：着陸機において主脚がﾀﾞｳﾝﾛｯｸ表示にならない場合) 
ﾄﾗﾌﾞﾙ回避のための確認・操作を実施した 後、ﾄﾗﾌﾞﾙが以下に示す段階に進展した時 点で自動的に、緊急活動開始のﾄﾘｶﾞｰが引 かれる。 ①人的損害を伴う重大な航空機事故に繋がる可能性が明白になった時点。(例：胴体着陸の決定） ②ﾊﾟｲﾛｯﾄから緊急着陸に伴う援助(消防車・救急車の待機等)の要求があった時点。 
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１．４１．４１．４１．４        活動時間目標の設定活動時間目標の設定活動時間目標の設定活動時間目標の設定 

ﾎﾟｲﾝﾄとなる緊急活動について、以下の時間目標を設定する。 

 

１．４．１  緊急度ﾚｯﾄﾞ(空港内事故)の場合  緊急度ﾚｯﾄﾞのﾄﾘｶﾞｰが引かれた(事故発生)後の経過時間 ﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰ配置 15 分 現場統制所機能開始 15 分 合同対策本部機能開始 30分 ﾄﾘｱｰｼﾞ開始 30分 負傷者搬送終了 2 時間 
 

１．４．２  緊急度ﾚｯﾄﾞ(空港外事故)の場合  緊急度ﾚｯﾄﾞのﾄﾘｶﾞｰが引かれた(事故発生)後の経過時間 ﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰ配置 15 分 現場統制所機能開始 15 分 合同対策本部機能開始 30分 ﾄﾘｱｰｼﾞ開始 30分 負傷者搬送終了 2 時間 
 

１．４．３  緊急度ｵﾚﾝｼﾞ(予め想定される事故)の場合  緊急度ｵﾚﾝｼﾞのﾄﾘｶﾞｰが引かれた(事故発生を想定)後の経過時間 ﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰ配置 15 分 現場統制所機能開始 15 分 合同対策本部機能開始 30分 ﾄﾘｱｰｼﾞ開始 30分 負傷者搬送終了 2 時間 
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１．５１．５１．５１．５        関係機関関係機関関係機関関係機関 

緊急活動に関係する機関は、活動内容の優先度に応じたｶﾃｺﾞﾘｰ毎に、次のとおり

とする。 

ｶﾃｺﾞﾘｰ 1 (活動内容の優先度 1) 

現場における「消火・救出・医療・搬送」、その為の「緊急活動環境の確保」及び 

「二次災害防止」に係わる機関 

1. 空港管理者 NAA(空港警備会社等を含む) 

2. 国土交通省 CAB 

3. 警察機関 千葉県警察(県警本部、空警隊、空港署) 

4. 地方公共団体 千葉県、成田市、当該自治体 

5. 消防機関 成田市消防本部、当該自治体消防機関、成田国際空

港消防連絡協議会加盟消防機関 

6. 自衛隊 陸上自衛隊第 1 空挺団、航空自衛隊航空機動衛生隊 

7. 医療機関 

 

災害拠点病院、DMAT 

①成田赤十字病院(DMAT・医療救護班) 

②日本医科大千葉北総病院（DMAT・千葉県 

ﾄﾞｸﾀｰﾍﾘ) 

三郡医師会(印旛市郡医師会、香取郡市医師会、山武

郡市医師会) 

空港内医療機関(空港ｸﾘﾆｯｸ・空港内産業医) 

三郡市歯科医師会(印旛郡市歯科医師会、佐原市香取

郡歯科医師会、山武郡市歯科医師会) 

8. 厚生労働省 成田空港検疫所 
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ｶﾃｺﾞﾘｰ 2 (活動内容の優先度 2) 

搬送先における「医療活動」、「医療支援活動」及び「現場支援活動」等に関係する

機関 

9. 医療機関 日本赤十字社千葉県支部 

災害拠点病院(2008 年 3 月現在)等 

③総合病院国保旭中央病院(旭市) 

④千葉県循環器病ｾﾝﾀｰ(市原市鶴舞) 

⑤千葉県救急医療ｾﾝﾀｰ(千葉市美浜) 

⑥千葉大学医学部附属病院(千葉市中央区) 

⑦国保松戸病院（松戸市) 

⑧船橋市立医療ｾﾝﾀｰ(船橋市) 

⑨国保直営総合病院君津中央病院(木更津市) 

⑩鉄蕉会亀田総合病院（鴨川市） 

⑪東京慈恵会医科大学付属柏病院（柏市） 

⑫帝京大学ちば総合医療ｾﾝﾀｰ（市原市） 

⑬千葉県立東金病院（東金市） 

⑭千葉県立佐原病院（香取市） 

⑮千葉市立海浜病院（千葉市美浜区） 

⑯安房医師会病院（館山市） 

⑰東京歯科大市川総合病院（市川市） 

印旛郡市薬剤師会 

10. 航空会社 当該航空会社及び業務委託会社(ｱﾗｲｱﾝｽ及び地上業

務受委託契約による支援会社) 

11. 指定公共機関 東日本電信電話(株)千葉支店 

東京電力(株)成田支社 

12. 通信事業者 (株)NTT ﾄﾞｺﾓ千葉支店 

13. 空港関連企業 成田ｴｱﾎﾟｰﾄ・ﾃｸﾉ、成田空港施設、国際空港上屋、東

京空港交通)等、地上作業ｻｰﾋﾞｽ、旅客輸送ｻｰﾋﾞｽ、空

港施設保守及び警備等の空港関連会社 
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ｶﾃｺﾞﾘｰ 3 (活動内容の優先度 3) 

「身元確認」、「家族対応」、「事故原因究明」及び「被災者の出入国手続」等に係わ

る関係機関 

14. 医療機関 三郡市歯科医師会(印旛郡市歯科医師会、佐原市香取

郡歯科医師会、山武郡市歯科医師会) 

15. 内閣府 空港危機管理室 

16. 財務省 東京税関成田税関支署 

17. 法務省 東京入国管理局成田空港支局 

18. 農林水産省 横浜植物防疫所成田支所 

動物検疫所成田支所 

19. 指定公共機関 東日本電信電話(株)千葉支店 

JR 東日本(株) 

京成電鉄(株) 

20. 航空会社 その他の航空会社 

21. 空港関連企業 地上作業ｻｰﾋﾞｽ、旅客輸送ｻｰﾋﾞｽ、空港施設保守及び

警備等の空港関連会社 

成田国際空港ﾎﾃﾙ業協会 

    

１．６１．６１．６１．６        緊急活動目的に対応する各機関の役割と連緊急活動目的に対応する各機関の役割と連緊急活動目的に対応する各機関の役割と連緊急活動目的に対応する各機関の役割と連携携携携 

1. 「緊急活動の目的」に対応する「行動」、「その行動を行う機関」、ひとつの行動に

複数の機関が関わる場合の「主導の役割を果たす機関」を 

【別紙 1】「緊急活動目的に対応する各機関の役割と連携」に示す。 

2. 各機関は、内部及び外部の関係機関に対する迅速な「事故通報」・「要請」を行

う。 

3. NAA は合同対策本部を設置する。 

航空機事故が空港外で発生した場合には、当該自治体は現地における合同対

策本部を設置する。 

4. ＣＩＱは被災した搭乗者の入国手続きを実施し、当該航空会社はその支援を行 

う。 
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１．７１．７１．７１．７        緊急連絡通報緊急連絡通報緊急連絡通報緊急連絡通報 

１．７．１  緊急連絡通報の方法 

1. 緊急事態発生時の通報体制は、【別紙 2】「緊急通報系統図」によるものとす

る。 

2. 空港外事故の発生で、「現場位置」の情報が市民から得られた場合には、

「1.7.2 通報内容」の第 2 報により通報する。 

3. 通報の即時性と確実性の向上のため、各組織において、電話通報と併せて

携帯電話ﾒｰﾙを使用した通報体制を構築する。 

4. 一斉通報を除き、電話による通報の順番は、「1.5 関係機関」に示す関係機

関の活動の優先度の高い方を優先する。 

 

１．７．２  通報内容 

事故発生時、又は事故に繋がるﾄﾗﾌﾞﾙ発生時の通報内容は以下のとおり。 

1. 第１報の通報内容。  緊急度ﾚｯﾄﾞの場合 緊急度ｵﾚﾝｼﾞの場合 (ｱ) 航空機事故が発生したこと 事故に繋がるﾄﾗﾌﾞﾙが発生したこと (ｲ) 航空機事故発生時刻 ﾄﾗﾌﾞﾙ発生時刻及び着陸予定時刻 (ｳ) 航空機事故発生場所 (空港外の場合で、管制塔からの特定ができない場合は、ｸﾞﾘｯﾄﾞﾏｯﾌﾟ上の概ねの発生場所) ﾄﾗﾌﾞﾙ機使用予定滑走路 (ｴ) 当該航空会社名・便名 (ｵ) 航空機形式 
 

2. 空港外事故の場合の発生場所通報(第 2 報) 

空港外事故で、発生場所についての市民通報が当該自治体消防にあった場

合には、「発生場所の位置情報」を「当該自治体消防」→「成田市消防本部」→

「NAA 消防ｾﾝﾀｰ」の順に伝え、「NAA 消防ｾﾝﾀｰ」はそれをｸﾞﾘｯﾄﾞﾏｯﾌﾟ位置で、

関係機関に第 2 報として伝える。 
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１．８１．８１．８１．８        自衛隊への出動要請自衛隊への出動要請自衛隊への出動要請自衛隊への出動要請 

1. 空港事務所は事故現場の発生場所に係わらず、原則として「被災者のﾍﾘ輸送」

を主要目的に、自衛隊に対する迅速な「災害派遣要請」を行う。 

2. 当該自治体は、空港外事故の場合に、それぞれの「地域防災計画」に基づき、

「要請の依頼範囲」・「派遣を希望する活動内容」を見極めた上で、千葉県に対し

て要請を依頼する。 

3. 千葉県は当該自治体からの要請を受けて自衛隊に対する「災害派遣要請」を行

なう。 

4. 事態が緊迫している場合、当該自治体は直接最寄りの自衛隊部隊の駐屯地司

令等の職にあるものに通報し、事後速やかに所定の手続きを行なう。 

 

１．９１．９１．９１．９        夜間・休日における活動の基本夜間・休日における活動の基本夜間・休日における活動の基本夜間・休日における活動の基本    

「夜間・休日」における活動は、次の事項を基本とする。 

1. 限られた人的資源を、優先度の高い「活動目的」(優先度 1．2．3．)に対応する行

動に集中する。 

2. 優先度 4 以降の「活動目的」に対応する行動は、人的資源が確保されるか､また

は優先度 1 から 3 までの活動目的が、一定の程度まで達成された段階で取り懸

かることを基本とする。 

3.「平日昼間」に比べて活動体制が整いにくい(初期情報伝達が不十分、合同対策

本部・現場統制所などが無い、ﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰが不在等)初期段階では、各活動要

員は、状況を見極めた上で自ら行動を開始し、またその役割を自立的に果た

す。 

4. 各医療関係者への「事故発生情報」伝達方法として、従来の「電話連絡方法」

と合わせて、「携帯電話への一斉ﾒｰﾙ送信方法」を採用する。 
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２．合同対策本部と現場統制所２．合同対策本部と現場統制所２．合同対策本部と現場統制所２．合同対策本部と現場統制所                                                                                                         

    

２．１２．１２．１２．１        合同対策本部合同対策本部合同対策本部合同対策本部 

２．１．１  合同対策本部の役割  

1. 空港内事故の場合、空港内に設置される「合同対策本部」 

2. 空港外事故の場合 

2-1.空港内に設置される「合同対策本部」 

2-2.当該自治体に設置される「合同対策本部」 

の主な役割と相互の関係について、【別紙 3】「空港内及び空港外事故の合同対策

本部の主な役割」に示す。 

    

２．１．２  合同対策本部の構成メンバー 

1. 空港内事故の場合に空港内に設置される「合同対策本部」、空港外事故の場合

に空港内に設置される「合同対策本部」、及び当該自治体に設置される「合同

対策本部」の構成を【別紙 4】「合同対策本部の構成ﾒﾝﾊﾞｰ及び調整の指揮」

に、またその組織図を【別紙 5】「合同対策本部組織図」に示す。 

2. 各機関の代表者は、各々の機関が実行する活動について、調整する権限を有

する者が当る。 

3. 構成ﾒﾝﾊﾞｰである各機関の代表者、またそれに代わる第 1 位から第 3 順位まで

の代行者を予め定め登録しておく。 

 

２．１．３  合同対策本部内調整の指揮 

1. 空港内事故の場合に空港内に設置される「合同対策本部」、空港外事故の場合

に空港内に設置される「合同対策本部」、及び当該自治体に設置される「合同

対策本部」の「調整の指揮」及びその補佐は、【別紙 4】 「合同対策本部の構

成ﾒﾝﾊﾞｰ及び調整の指揮」及び【別紙 5】 「合同対策本部組織図」】によるも

のとする。 

 

２．１．４  夜間・休日における合同対策本部 

1. 夜間・休日においては、最小限の構成ﾒﾝﾊﾞｰが参集した時点で、合同対策本 

部としての機能を開始する。 

2. 「合同対策本部の役割」に優先順位を付け、構成ﾒﾝﾊﾞｰの参集状況に応じて、

次表に示す優先順位に従い、可能な範囲で合同本部としての役割を果たす。 
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 優先順位優先順位優先順位優先順位 合同対策本部の主な役割合同対策本部の主な役割合同対策本部の主な役割合同対策本部の主な役割 １１１１        情報の収集・通報情報の収集・通報情報の収集・通報情報の収集・通報    情報の収集、記録及び整理並びに関係機関への通報    ２２２２        「ﾛﾝｸﾞﾘｽﾄ「ﾛﾝｸﾞﾘｽﾄ「ﾛﾝｸﾞﾘｽﾄ「ﾛﾝｸﾞﾘｽﾄ及び及び及び及びｼｮｰﾄﾘｽﾄ」のｼｮｰﾄﾘｽﾄ」のｼｮｰﾄﾘｽﾄ」のｼｮｰﾄﾘｽﾄ」の伝達伝達伝達伝達 ①千葉県から「ﾛﾝｸﾞﾘｽﾄ及びｼｮｰﾄﾘｽﾄ」の受け取り ②現場統制所へ「ﾛﾝｸﾞﾘｽﾄ及びｼｮｰﾄﾘｽﾄ」の送付    ３３３３        「搭乗者状態ﾘｽﾄ」の作成「搭乗者状態ﾘｽﾄ」の作成「搭乗者状態ﾘｽﾄ」の作成「搭乗者状態ﾘｽﾄ」の作成    ①当該航空会社から「搭乗者名簿」の入手 ②現場統制所から「被災者搬送・収容記録」の入手 ③「搭乗者名簿」と「被災者搬送・収容記録」を照合し 「搭乗者状態ﾘｽﾄ」を作成    ４４４４        現場不足資源（人間・資器材）の補給現場不足資源（人間・資器材）の補給現場不足資源（人間・資器材）の補給現場不足資源（人間・資器材）の補給 ①現場統制所からの現場不足資源の補給要請受理 ②関係機関に対する現場不足資源補給調整・要請    ５５５５        ﾏｽｺﾐへの情報提供ﾏｽｺﾐへの情報提供ﾏｽｺﾐへの情報提供ﾏｽｺﾐへの情報提供 ①関係機関と調整の上、記者会見資料・発表内容の作成 ②定期的な共同記者会見の実施    ６６６６        地上待機航空機移動の調整地上待機航空機移動の調整地上待機航空機移動の調整地上待機航空機移動の調整 ①地上待機航空機が移動可能な状況（救難活動の沈静等）であることの確認 ②地上待機航空機移動動線の調整    ７７７７        事故機撤去の調整事故機撤去の調整事故機撤去の調整事故機撤去の調整 ①事故調・警察による現場検証終了の確認 ②事故機撤去方法の調整 ③事故機撤去の指示    ８８８８        事故発生滑走路以外の滑走路の再開調整事故発生滑走路以外の滑走路の再開調整事故発生滑走路以外の滑走路の再開調整事故発生滑走路以外の滑走路の再開調整 ①再開可能な状況（救難活動の沈静等）であることの確認 ②関係自治体への再開説明（状況説明・協力のお礼を含む）終了の確認 ③ﾉｰﾀﾑ手続の確認 ④再開時間の確認    ９９９９    事故発生滑走路の再開調整事故発生滑走路の再開調整事故発生滑走路の再開調整事故発生滑走路の再開調整 ①事故機撤去完了の確認 ②破損施設復旧の確認 ③関係自治体への再開説明（状況説明・協力のお礼を含む）終了の確認 ④ﾉｰﾀﾑ手続の確認 ⑤再開時間の確認    
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２．１．５  合同対策本部チェックシートの作成 

1.「合同対策本部の役割」を明記したﾁｪｯｸｼｰﾄを予め作成し、備え付けておく。 

2. 事故発生時においてはﾁｪｯｸｼｰﾄを用いて、活動がその優先度に応じ漏れなく実

施されるようにする。 

3. 事後においては、実施した活動、連絡先・通報先氏名と連絡時刻を記録し、 

ﾗﾝﾆﾝｸﾞﾛｸﾞとしても活用する。 

    

２．２２．２２．２２．２        現場統制所現場統制所現場統制所現場統制所 

事故現場における関係機関の連携強化のため、「現場統制所」を設置する。 

 

２．２．１  現場統制所の役割 

｢現場統制所」の主な役割は以下のとおりとする。 役割 実施内容 1.1.1.1.現場の全体管理現場の全体管理現場の全体管理現場の全体管理        (1)「現場統制所」構成員の役割分担指定 (2)「現場統制所」・「ﾄﾘｱｰｼﾞﾎﾟｲﾝﾄ」・「現場救護所」・ 「搬送ｺﾝﾄﾛｰﾙﾎﾟｲﾝﾄ」、「軽症者・無傷者避難所」を 【別紙 13】「標準的緊急配置図」に基づき配置する。 (3)各緊急活動機関の到着・活動状況の把握と管理 (4)合同対策本部に対する現場不足資源（人間・資器材）の 補給要請 2.2.2.2.現場情報の把握・現場情報の把握・現場情報の把握・現場情報の把握・    通報通報通報通報  (5)現場情報（ﾃﾞｰﾀ・音声・映像等）の収集 (6)現場情報の記録 (7)「合同対策本部」への現場情報の通報 3.機内残留者救出活動機内残留者救出活動機内残留者救出活動機内残留者救出活動    開始の指示開始の指示開始の指示開始の指示 (8)事故機火災沈静化状態の確認 (9)機内残留者救出活動開始の指示 4.医療関係機関活動の医療関係機関活動の医療関係機関活動の医療関係機関活動の    管理管理管理管理  (10)ﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰの確定(登録ﾘｽﾄ上位者到着時の交代を含む) (11)ﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰによる、医療ﾁｰﾑの編成と配備(ﾄﾘｱｰｼﾞﾎﾟｲ ﾝﾄ担当、現場救護所担当、搬送ｺﾝﾄﾛｰﾙﾎﾟｲﾝﾄ担当、軽症 者・無傷者避難所及び被災者一時待機所でのｹｱ担当) の振り分け 
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    役割 実施内容 5.被災者の一元管理被災者の一元管理被災者の一元管理被災者の一元管理  (12)被災者の誘導とﾄﾘｱｰｼﾞﾀｸﾞの装着 (13)ﾄﾘｱｰｼﾞ/ID ﾀｸﾞ・ｼﾘｱﾙﾅﾝﾊﾞｰの一元管理(使用済みﾀｸﾞ・廃棄ﾀｸﾞ・未使用ﾀｸﾞ） (14)ｼﾘｱﾙﾅﾝﾊﾞｰ毎に、全被災者の「被災者搬送・収容記録(可能な限り、名前・国籍・年齢・特徴等の被災者に関する情報を取得し記載する）」の作成 6.搬送先病院への搬送先病院への搬送先病院への搬送先病院への    振り分け振り分け振り分け振り分け  (15)「合同対策本部」から「ﾛﾝｸﾞﾘｽﾄ・ｼｮｰﾄﾘｽﾄ」の受け取り (16)(夜間・休日等で、千葉県による「ｼｮｰﾄﾘｽﾄ」作成が迅速に行えない場合）、ﾛﾝｸﾞﾘｽﾄ」に基づく各病院との受け入れ可能状況の確認による「ｼｮｰﾄﾘｽﾄ」の作成 (17) 「ｼｮｰﾄﾘｽﾄ」を使用して、要搬送被災者（赤ﾀｸﾞ・黄ﾀｸﾞ）の搬送先病院振り分けと搬送者への指示 7.軽症者・無傷者の収軽症者・無傷者の収軽症者・無傷者の収軽症者・無傷者の収    容先への移動調整容先への移動調整容先への移動調整容先への移動調整 (18)被災者一時待機所(ﾊﾞｽｹﾞｰﾄ)の確認 (19)軽症者・無傷者移動手段の確定 8.遺体搬送調整遺体搬送調整遺体搬送調整遺体搬送調整  (20)遺体搬送先(遺体仮安置所)の確認 (21)遺体搬送手段の確定 9.現場検証開始の調整現場検証開始の調整現場検証開始の調整現場検証開始の調整  (22)現場救難活動沈静化の確認 (23)現場検証開始の決定 
    

２．２．２  現場統制所の構成(空港内事故) 
1. 「現場統制所」及び「関係機関現場組織」の構成を【別紙 6】「現場統制所組織図

(空港内)」に示す。 

2. 「現場統制所」は以下の「現場関係機関の指揮者」により構成する。 

(1) NAA 現場指揮者 

(2) CAB 現場指揮者 

(3) 消防現場指揮者 

(4) 警察現場指揮者 

(5) ﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰ 

(6) 自治体現場指揮者 

(7) 当該航空会社現場指揮者 

(8) 自衛隊現場指揮者 

3. 現場統制所全体を統括する「現場統括者」を置き、その役割は「NAA 現場指揮

者」が担う。 
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4. 消防、警察、自衛隊等「現場指揮所」を設置する機関については、その指揮者

が現場統制所の構成員となる。 

5. ﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰは担当別のｻﾌﾞｺﾏﾝﾀﾞｰを指名し、「医療統括ﾁｰﾑ」として各医療班

を指揮する。 

6. 現場統括者をｻﾎﾟｰﾄし、また合同対策本部との連絡調整の実務を行うため、「現

場統括管理班」を置き、NAA職員がこれに当る。 

 

２．２．３  現場統制所の運営(空港内事故) 

1. 現場統制所の配置を【別紙 7】「現場統制所配置図(空港内)」に示す。これに 

より各現場関係機関の指揮者による情報共有と調整を容易で円滑なものにす 

る。 

2. 現場統制所は、全体として「緩い統制(活動全体の方向性のみが統制され、 

指揮権は災害現場における各ﾌｪｰｽﾞに応じて、活動の中心となる機関に移行 

していく、自律的な統制形態)」で運営する。 

3. 現場統制所は、救出救護活動のために必要な場合は、各機関が有する資源 

(人的資源・資機材資源等)を組織横断的に利用する。 

 

２．２．４  空港外事故の現場統制所 

空港外で航空機事故が発生した場合、当該自治体の「地域防災計画」に基づき、

次の「現場統制所」の設置が望まれる。 

1. 空港外事故の場合の「現場統制所の役割」は、基本的に空港内事故の場合と

同様であるが、救助対象者に被災住民が、消火対象物に家屋・森林等が加えら

れる。 

2. 空港外事故の場合の「現場統制所」及び「関係機関現場組織」の構成を【別紙

8】 「現場統制所組織図(空港外)」に示す。 

3. 「現場統制所」は以下の「現場関係機関の指揮者」により構成する。 

(1) 当該自治体現場指揮者 

(2) CAB 現場指揮者 

(3) 消防現場指揮者 

(4) 警察現場指揮者 

(5) ﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰ 

(6) NAA 現場指揮者 

(7) 当該航空会社現場指揮者 

(8) 自衛隊現場指揮者 

4. 現場統制所全体を統括する「現場統括者」を置き、その役割は「当該自治体現

場指揮者」が担う。 
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5. 消防、警察、自衛隊等「現場指揮所」を設置する機関については、その指揮者

が「現場統制所」の構成員となる。 

6. ﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰは担当別のｻﾌﾞｺﾏﾝﾀﾞｰを指名し、「医療統括ﾁｰﾑ」として各医療

班を指揮する。 

7. 現場統括者をｻﾎﾟｰﾄし、また合同対策本部との連絡調整の実務を行うため、

「現場統括管理班」を置き、当該自治体職員がこれに当る。 

8. 空港外事故の場合の「現場統制所」の配置を【別紙 9】 ｢現場統制所配置図

(空港外)」に示す。それ以外の「現場統制所の運営」については、空港内事故

の場合と同様。 

 

２．２．５  夜間・休日における現場統制所 

1. 夜間・休日に航空機事故が発生した場合、「現場統制所」の設置までに相当な

時間を要することになるため、現場に到着した関係機関・関係者は、優先度の最

も高い活動目的(事故機搭乗者及び被災住民の救出・救命・治療)を達成するた

め、自律的に緊急活動を開始する。 

2. 最小限必要な現場統制所構成要員が現場に到着した時点で、「現場統制所」

を設置し、緊急活動を統括する。 

 

２．２．６  現場統制所チェックシートの作成 

1. 「現場統制所」の主な役割を明記したﾁｪｯｸｼｰﾄを予め作成し、ｺﾏﾝﾄﾞｶｰ及自治体

消防等に備え付けておく。 

2. 事故発生時においてはﾁｪｯｸｼｰﾄを用いて、活動がその優先度に応じ漏れなく実

施する。 

3. 事後においては、実施した活動、連絡先・通報先氏名と連絡時刻を記録し、 

ﾗﾝﾆﾝｸﾞﾛｸﾞとしても活用する。 

 

２．２．７  現場統制所の通信手段 

1. 現場統制所における通信手段としてｺﾏﾝﾄﾞｶｰを近接させて配置する。 

2. 空港外事故で、ｺﾏﾝﾄﾞｶｰの配置が困難な場合は、当該自治体は消防所有の通

信車輌の利用、その他の方法により、現場統制所と合同対策本部並びに外部と

の通信手段(電話・FAX 等)を確保する。 

3. 現場統制所における携帯電話での通話を確保するため、事前に、現場統制所で

使用される主要携帯電話の「優先電話指定」を行なっておく。 

4. 事故発生時に、被災者に関する情報等大量の情報を迅速かつ的確に伝達し、処

理するために、無線、携帯電話を利用したｲﾝﾀｰﾈｯﾄ環境を整備することを検討

する。 
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２．３２．３２．３２．３        事故現場の標準配置事故現場の標準配置事故現場の標準配置事故現場の標準配置    

１．事故現場における「現場統制所」及び各機関の「現場指揮所」、 

「ﾄﾘｱｰｼﾞﾎﾟｲﾝﾄ」、「現場救護所」、「搬送ｺﾝﾄﾛｰﾙﾎﾟｲﾝﾄ」、「軽症者・無傷者避難

所」、並びにそれらに関連する器材・車輌を【別紙 10】「標準的緊急配置図」のと

おり配置する。 

2. NAA 消防及び成田市消防は、発災後迅速に【別紙 10】 「標準的緊急配置図」に

基づき各部所を設置する。 

3. 被災者の動線は【別紙 11】「傷病者の流れ」のとおり。 

4. 関係機関は、緊急活動要員に対し、【別紙 10】「標準的緊急配置図」を予め周知

する。 
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３．消火・救出３．消火・救出３．消火・救出３．消火・救出                                                                                                                                                     

    

３．１３．１３．１３．１        消火体制消火体制消火体制消火体制 

３．１．１  空港内事故の消火体制 

1. 空港内の消火救難車両及び要員の配置は、【別紙 12】「空港内緊急車輌及び

要員配置図」に示すとおり。 

2. 航空機事故発生後 3 分以内に、最も近い消防所・分遣所から所要の消火能力

を有する化学消防車が現場に到達し、消火に当たる。 

3. 他の消防所・分遣所からも化学消防車が事故現場に急行し、消火活動に当た

る(このため、事故が発生していない側の滑走路の消火能力が一時的に欠落

するため、同滑走路の消火能力の復旧まで航空機の運航を停止する)。 

    

３．１．２  空港外事故の消火体制 

1.空港外の化学消防車の配置は、【別紙 13】 「化学消防車の配置状況図」に示

すとおり。 

2. 人命救出のための消火活動を最優先して行なう。 

3. 市町村消防は航空機飛行直下の道路状況及び有効な水利状況の確認調査

を行う。特に事故発生確率が高いと想定される、着陸のための最終進入ｺｰｽ及

び離陸後の初期上昇ｺｰｽにあたる滑走路中心線を延長した地域においては、

水利として有効な河川等についても調査する。 

4. 調査結果については、消防連絡協議会事務局へ提出し一元化し、情報を共有

する。 

5. 空港外での航空機事故に対し、空港からの応援体制を整備する。 

 

３．２３．２３．２３．２        救出体制救出体制救出体制救出体制 

３．２．１  空港内事故の救出体制 

1. 事故現場へ出動した NAA 消防、NAA 警備、成田市消防及び警察は、自力脱出

した被災者が、消火・救難活動に出動した緊急車両により 2 次災害を受けない

よう、重症者及び中等症者は「ﾄﾘｱｰｼﾞﾎﾟｲﾝﾄ（救出地点）」へ、軽症者及び無傷

者は「軽症者・無傷者避難所」に誘導する。 

2. 機外へ脱出したが、危険区域内にあって、自力による歩行が困難な被災者は、

火災防護服を着用した NAA 消防及び成田市消防が危険区域の外まで搬送す

る。その後は NAA 警備、警察が「ﾄﾘｱｰｼﾞﾎﾟｲﾝﾄ（救出地点）」まで搬送する。 

3. 火災が沈静化後、火災防護服を着用した NAA 消防及び成田市消防は、航空機

内及びその周辺の要救助者を捜索する。 
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３．２．２  空港外事故の救出体制 

1. 事故現場へ出動した自治体消防及び警察は、自力脱出した被災者並びに被災

した地元住民が、更なる被害を受けることを防止すると共に、消火・救難活動に

出動した緊急車両により 2 次災害を受けないよう、危険区域外の安全が確保さ

れる場所へ誘導する。その後、重症者及び中等症者は「ﾄﾘｱｰｼﾞﾎﾟｲﾝﾄ（救出地

点）」へ、軽症者及び無傷者は「軽症・無傷者避難所」に誘導する。 

2. 機外へ脱出したが、危険区域内にあって、自力による歩行が困難な被災者は、

火災防護服を着用した自治体消防が危険区域の外まで搬送する。その後は消

防及び警察が「ﾄﾘｱｰｼﾞﾎﾟｲﾝﾄ（救出地点）」まで搬送する。 

3. 火災沈静化後、火災防護服を着用した自治体消防は、航空機内及びその周辺

で要救助者を捜索する。 
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４．車両４．車両４．車両４．車両・・・・要員要員要員要員の事故現場の事故現場の事故現場の事故現場アクセスの確保アクセスの確保アクセスの確保アクセスの確保                                                                                

    

事故発生後、早急に緊急活動を開始するため、緊急活動を行なう車両・要員が、円

滑かつ迅速に事故現場に急行することができるよう、次の処置を講じる。 

    

４．１４．１４．１４．１        事故発生時の「指定入場ゲート・警備所」事故発生時の「指定入場ゲート・警備所」事故発生時の「指定入場ゲート・警備所」事故発生時の「指定入場ゲート・警備所」    

1. 航空機事故発生時において、空港外部からの緊急活動車輌が制限区域内事故

現場へ進入するためのﾒｲﾝの入り口(「指定入場ｹﾞｰﾄ・警備所」）を次の通りとし、

予め空港外部の関係機関に周知する。（【別紙 14】 「航空機事故発生時の『指

定入場ｹﾞｰﾄ・警備所』及びその他の入場ｹﾞｰﾄ・警備所」参照） 

① A 滑走路での事故の場合 

・ 第 7 ｹﾞｰﾄ→第 5 警備所 

・ 第 6 警備所 

② B 滑走路での事故発生の場合 

・ 第 8 ｹﾞｰﾄ→第 11 警備所 

 

４．２４．２４．２４．２        制限区域内の緊急活動車輌移動制限区域内の緊急活動車輌移動制限区域内の緊急活動車輌移動制限区域内の緊急活動車輌移動    

１. 「指定入場ｹﾞｰﾄ・警備所」使用緊急活動車輌 

(【別紙 14】 「航空機事故発生時の『指定入場ｹﾞｰﾄ・警備所』及びその他の入場ｹﾞ

ｰﾄ・警備所」参照) 

①「指定入場ｹﾞｰﾄ・警備所」から制限区域に進入した緊急活動車輌は、まず場周

道路を走行し、適切な保安道路(場周道路と滑走路を連絡する道路)のある場

所で滑走路に進入し、事故現場付近にまで走行する。 

②場周道路から滑走路へ進入するための保安道路が明確となるよう、NAA は分

岐点に誘導看板や誘導警備員を配置する。 

③消防車・救急車等、それ自体が緊急活動に必要な車輌の場合は事故現場へ直

行する。 

④それ以外の車輌の場合は、事故現場から適当に離れた位置に駐車し、消防

車・救急車等の緊急車両用の通路が適切に確保されるよう、警備員が誘導す

る。 

⑤緊急活動が終了した後の退出ﾙｰﾄは、進入ﾙｰﾄを逆に辿ることにより、再開す

る「誘導路・ｴﾌﾟﾛﾝ上の航空機の移動」に対する影響が無いようにする。警備員

はそのための誘導を行う。 



成田国際空港緊急活動計画研究会報告書【航空機事故編】（案）成田国際空港緊急活動計画研究会報告書【航空機事故編】（案）成田国際空港緊急活動計画研究会報告書【航空機事故編】（案）成田国際空港緊急活動計画研究会報告書【航空機事故編】（案）             2008 年 8 月 30 日    

C-21 

2. 「指定入場ｹﾞｰﾄ・警備所」以外の警備所使用の緊急活動車輌 

①外部から来港し、「指定入場ｹﾞｰﾄ・警備所」以外の警備所を使用して制限区域

に進入する、消防車・救急車等(それ自体が緊急活動に必要な車輌）について

は、誘導看板・誘導警備員配置により、事故現場に誘導する。 

②それ以外の車輌については、【別紙15】 「『指定入場ｹﾞｰﾄ・警備所』以外の入場

ｹﾞｰﾄ・警備所及び仮設駐車場」に示す仮設駐車場に駐車し、警備員が搬送車

を利用して、医療関係者等を事故現場まで搬送する。 

 

４．３４．３４．３４．３        入場ゲート・警備所・アクセス道路通行の円滑化入場ゲート・警備所・アクセス道路通行の円滑化入場ゲート・警備所・アクセス道路通行の円滑化入場ゲート・警備所・アクセス道路通行の円滑化    

1. ＮＡＡは、「指定入場ｹﾞｰﾄ・警備所」に通じるｱｸｾｽ道路上の分岐点に、矢印看

板・誘導警備員を配置し、緊急活動車輌を誘導する。 

2. ＮＡＡは、「指定入場ｹﾞｰﾄ・警備所」以外のｹﾞｰﾄ・警備所から進入する緊急活動

車輌が円滑に通行できるよう、入場ｹﾞｰﾄに専用ﾚｰﾝを設けると共に、ｹﾞｰﾄから警

備所・臨時駐車場に至る構内道路上の分岐点に矢印看板・誘導警備員を配置し

て誘導する。 

 

４．４４．４４．４４．４        空港内医療関係者搬送の迅速化空港内医療関係者搬送の迅速化空港内医療関係者搬送の迅速化空港内医療関係者搬送の迅速化    

1. 空港内医療関係者(特にﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰ登録医師)は、制限区域内運転許可を有

する者が運転する車輌に同乗して、可能な限り早急に事故現場に急行する。 

2. それができない空港内医療関係者については、【別紙 16】 「空港内医療関係者

待ち合わせ場所」に示す旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ内「待ち合わせ場所」に可能な限り早

急に集合し、警備員は搬送車を使用して、事故現場に医療関係者を搬送する。 

 

４．５４．５４．５４．５        エプロンエプロンエプロンエプロン・誘導路・滑走路上の「緊急活動用通路」確保と管制との調整・誘導路・滑走路上の「緊急活動用通路」確保と管制との調整・誘導路・滑走路上の「緊急活動用通路」確保と管制との調整・誘導路・滑走路上の「緊急活動用通路」確保と管制との調整    

滑走路、誘導路、ｴﾌﾟﾛﾝ上での緊急活動車両と航空機間の安全を確保するため、

以下の対策を講ずる。 

1. 緊急活動を実施している時点では、緊急活動車輌の走行を航空機に優先し、管

制官は全ての航空機に対して、滑走路使用、誘導路・ｴﾌﾟﾛﾝ上の走行、及び 

ｽﾎﾟｯﾄｱｳﾄを停止するよう指示する。 

2. ＮＡＡは、誘導路・ｴﾌﾟﾛﾝ上での航空機位置を考慮した上で、各警備所から事故

現場に至る、最短かつ安全な「緊急活動用通路」を確保し、誘導案内看板・誘導

警備員を配置して、緊急活動車輌を誘導する。 

3. 緊急活動が沈静化し、合同対策本部の確認の下に、航空機の地上走行を再開

する場合は、事前に「緊急活動用通路」の使用を廃止し、誤って使用する車輌が

発生することのないよう、誘導警備員を配置して監視・誘導を行う。 
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4. 合同対策本部の確認の下に、当該滑走路（航空機事故発生滑走路）以外の滑

走路の運用を再開する場合は、ＮＡＡは滑走路横断の中止を関係機関に周知

し、誤って滑走路を横断する車輌が発生することのないよう、誘導警備員を配

置して、監視・誘導を行う。 
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５．救急医療・搬送５．救急医療・搬送５．救急医療・搬送５．救急医療・搬送                                                                                                                                         

    

５．１５．１５．１５．１        ドクターコマンダードクターコマンダードクターコマンダードクターコマンダー 

一度に多数の被災者が発生する航空機事故に対応する緊急活動においては、多

数の医療関係者が大きな役割を担うことになるが、全体として効率的な活動を行な

うためには、医療関係者の一定の組織化が必要である。そのため、緊急医療活動

に精通したﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰを置いて、現場全体を俯瞰・統括する役割を担い、緊急医

療活動が最も効果的に行なわれるようにする。 

 

５．１．１  ドクターコマンダーの配置 

1. 災害医療に精通したﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰ 1 名を現場統制所に配置する。 

2. ﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰは識別が容易となるよう専用ﾍﾞｽﾄを着用する。    

    

５．１．２  ドクターコマンダーの任務 

ﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰは医療救護活動全般にわたる責任者であり、次項に述べる任務を果

たす。 

1. 災害現場全体での医療救護活動に関する統括・指揮 

2. 医療ｽﾀｯﾌの適正な配備 

3. ﾄﾘｱｰｼﾞﾎﾟｲﾝﾄ、現場救護所、搬送ｺﾝﾄﾛｰﾙﾎﾟｲﾝﾄ、軽症者・無傷者避難所におけ

る医療活動の把握および指揮 

 

５．１．３  ドクターコマンダーｰ登録リスト及び優先順位 

ﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰは、可能な限り早期に現場に到着し、医療救護活動を指揮する必要

がある。このため、複数の医師をﾄﾞｺﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰとして登録しておくと共に、その優先

順位をあらかじめ決定しておく。 

 

1. 事前に、以下の医療機関に所属する医師から、ﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰを登録する。その

優先順位は以下のとおりとする。 

① 成田赤十字病院および日本医科大学千葉北総病院医師（日本 DMAT登録 

医師） 

②. 三郡医師会航空機対策協議会医師 

③. 空港ｸﾘﾆｯｸ医師 

④. 空港内産業医 

⑤. 空港検疫所医師 

 



成田国際空港緊急活動計画研究会報告書【航空機事故編】（案）成田国際空港緊急活動計画研究会報告書【航空機事故編】（案）成田国際空港緊急活動計画研究会報告書【航空機事故編】（案）成田国際空港緊急活動計画研究会報告書【航空機事故編】（案）             2008 年 8 月 30 日    

C-24 

2. ﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰ登録医師の中で、現場に最も早く到着した医師がﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰとし

ての任務を行う。 

3. 登録ﾘｽﾄの上位者が現場に到着した場合は、ﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰの任務を移管する。 

 

５．１．４  医療チームの編成 

1. ﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰは、現場に到着した医師、看護師、救急救命士の中からその任務

を補佐する 4～5名のｻﾌﾞｺﾏﾝﾀﾞｰを指名する。 

2. ﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰは、ｻﾌﾞｺﾏﾝﾀﾞｰとともに「医療統括ﾁｰﾑ」を編成し、ﾄﾘｱｰｼﾞﾎﾟｲﾝﾄ、

現場救護所、搬送ｺﾝﾄﾛｰﾙﾎﾟｲﾝﾄ、軽症者・無傷者避難所における医療活動を展

開する。 

3. ｻﾌﾞｺﾏﾝﾀﾞｰは、ﾄﾘｱｰｼﾞﾎﾟｲﾝﾄ、現場救護所、搬送ｺﾝﾄﾛｰﾙﾎﾟｲﾝﾄ、軽症者・無傷者 

避難所にそれぞれ配置され、職種に応じた活動を行うとともにこれを指揮する。 

4. ただし、ﾋｭｰﾏﾝﾘｿｰｽの乏しい発災直後の超急性期においては、ｻﾌﾞｺﾏﾝﾀﾞｰの配

置に優先順位をつけることができる。 

 

５．１．５  ドクターコマンダーの育成 

1. ﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰの任務について、実践的に解説したﾏﾆｭｱﾙを作成する。 

2. ﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰ登録医師に対し、研修会等の開催を通して、ﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰの育成

とｽｷﾙｱｯﾌﾟを図る。 

 

５．２５．２５．２５．２        医療関係者医療関係者医療関係者医療関係者    

５．２．１  医師の専門に応じた役割分担 

1. 医師の現場救護所や搬送ｺﾝﾄﾛｰﾙﾎﾟｲﾝﾄへの配置に際しては、専門領域を考慮

しつつ、これを行う。 

2. ただし、発災直後の超急性期の医療活動時には上記の限りではない。 

 

５．２．２  医師役割登録リストの作成 

1. 医療救護活動可能医師の登録ﾘｽﾄを作成し、現場活動時の参考にする。 

2. ﾘｽﾄには、専門科、活動可能な役割を記載する。 

3. ﾘｽﾄは 3 年に 1 度更新する。 

 

５．２．３  医師役割別ベストの着用 

ﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰ、ｻﾌﾞｺﾏﾝﾀﾞｰの役割ごとに異なる配色の医師用ﾍﾞｽﾄをﾃﾞｻﾞｲﾝし、事

前に配布しておく。 
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５．３５．３５．３５．３        ＤＭＡＴＤＭＡＴＤＭＡＴＤＭＡＴ 

５．３．１  ＤＭＡＴの役割 

1. DMAT の持つ専門性と機動性を活用し、本計画の想定する災害時のﾄﾘｱｰｼﾞ・

治療・搬送を含む医療活動全体にﾄﾞｸﾀｰｺﾏﾝﾀﾞｰ並びにｻﾌﾞｺﾏﾝﾀﾞｰとして参画す

る。 

2. 重症者の治療には、DMAT を中心とした人的・物的資源を投入し、これにあた 

る。 

 

５．３．２  ＤＭＡＴ早期出動システム 

1. ｸﾗｯｼｭﾌｫｰﾝによる発災情報は、NAA 消防ｾﾝﾀｰから最優先に直接、成田赤十字

病院と日本医科大学千葉北総病院の各救命救急ｾﾝﾀｰに伝える。 

2. 上記の 2 医療機関は、常時 DMAT の成田空港、およびその周辺地域への出動 

が可能な体制をとる。 

3. 千葉県内の出動可能な DMAT は、千葉県DMAT 運営要綱に基づき、ﾄﾞｸﾀｰﾍﾘ、 

ﾄﾞｸﾀｰｶｰ、自施設または近隣消防の緊急車両等の手段を用いて成田空港、もし

くはその周辺地域の災害現場に参集する。 

4. 関係機関は、航空管制、車両通行、ｹﾞｰﾄ進入等の DMAT の参集に関するすべ 

ての事項を最優先で許可する(DMAT登録証の提示により車両・DMAT のｹﾞｰﾄ通 

行を許可する)。    

    

５．４５．４５．４５．４        搬送先搬送先搬送先搬送先医療機関医療機関医療機関医療機関と搬送手段と搬送手段と搬送手段と搬送手段 

５．４．１  重症・中等症者搬送先医療機関の把握（夜間・休日を含む） 

1. 千葉県は、事前に重症・中等症者搬送先医療機関のﾘｽﾄ（ﾛﾝｸﾞﾘｽﾄ）を作成して

おく 

2. 千葉県は、ﾛﾝｸﾞﾘｽﾄに基づき受け入れ可能な搬送先医療機関の選定を行い 

(ｼｮｰﾄﾘｽﾄの作成）、合同対策本部にその情報を送る。 

3. 夜間・休日にあっては、現場統制所がﾛﾝｸﾞﾘｽﾄに基づき、搬送先医療機関の選 

定（ｼｮｰﾄﾘｽﾄの作成）を行う。 

 

５．４．２  搬送先医療機関への搬送コントロール 

1. 救護所と搬送地点との間に「搬送ｺﾝﾄﾛｰﾙﾎﾟｲﾝﾄ」を設置する。(【別紙 10】「標準

的緊急配置図」及び【別紙 11】「傷病者の流れ」参照) 
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2. 「搬送ｺﾝﾄﾛｰﾙﾎﾟｲﾝﾄ」に、 

（1）負傷者数と病態の緊急度・重症度、 

（2）搬送手段の供給、 

（3）搬送先医療機関の状況、 

の 3 つの情報を集積し一元化管理する。 

3. 「搬送ｺﾝﾄﾛｰﾙﾎﾟｲﾝﾄ」に配置されるｻﾌﾞｺﾏﾝﾀﾞｰは、負傷者の搬送先とその優先  

順位を決定し、そのために必要な権限を有する。 

4. 関係機関は、「搬送ｺﾝﾄﾛｰﾙﾎﾟｲﾝﾄ」の任務が円滑に実行されるために、必要な 

協力を優先的に行う。 

 

５．４．３  重症・中等症者の搬送能力 

1. 事故発生後直ちに、十分な数の救急車を確保するために、当該消防機関は

「成田国際空港消防連絡協議会」加盟消防機関へ速やかに連絡する。 

2. 関係機関は、現場統制所あるいは合同対策本部からの連絡により、救急車以 

外の緊急車両を負傷者の搬送に供する。 

3. 関係機関は、航空管制、車両通行、ｹﾞｰﾄ進入等の負傷者の搬送に関するすべ 

ての事項を最優先で許可する。 

4. 合同対策本部、現場統制所、DMAT、消防機関は、各機関のﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ 

（ﾄﾞｸﾀｰﾍﾘ、消防・防災ﾍﾘ、自衛隊ﾍﾘ等）の出動要請を迅速に判断する(この際

に、出動要請者または機関が事後に「空振り」要請を非難されない)。 

5. CAB 管制所は、緊急ﾍﾘの航空管制を一元化して行い、負傷者への医療提供上

の要求には最優先で対応する。 

6. 緊急ﾍﾘの離発着場の設定は、事故現場にできる限り近接した、負傷者の搬送

に負担のかからない地点を選定する。 

7. 関係機関は、緊急ﾍﾘの給油に関して最優先で対応する。 

    

５．５５．５５．５５．５        トリアージトリアージトリアージトリアージ////ＩＤタグＩＤタグＩＤタグＩＤタグ    

５．５．１  使用トリアージ/ＩＤタグ 

1. 航空機事故災害時に使用するﾄﾘｱｰｼﾞ/ID ﾀｸﾞは、被災者への治療の優先順位

決定と被災者のＩＤを識別する機能を有するものとする。 

2. 航空機事故災害時には、予め準備する共通のﾄﾘｱｰｼﾞ/ID ﾀｸﾞを用いる。 
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５．５．２  トリアージ/ＩＤタグのｼﾘｱﾙﾅﾝﾊﾞｰ管理 

1. 現行のﾄﾘｱｰｼﾞﾀｸﾞを使用する場合には、関係機関の使用するﾄﾘｱｰｼﾞﾀｸﾞは、予

め、「所属機関」と「通し番号」を記載しておく。 

（例：成田消防のﾀｸ ﾞは「成消—0001, 0002, ・・・」、ＮＡＡのﾀｸ ﾞは「NA—0001, 

0002, ・・・」など） 

2. 破損等による未使用のﾀｸﾞは、欠番が生じたことを後に確認できるよう廃棄せ

ず、必ず回収する。 

 

５．５．３  被災者特徴チェックリスト付きタグ 

ﾄﾘｱｰｼﾞ/ID ﾀｸﾞに、個人同定の一助となる身体的特徴を記載する以下の欄をﾀｸﾞ上

に設ける。 

頭髪： □黒  □白  □茶  □その他、 

目：  □黒  □茶  □青  □その他、 

人種： □White  □Black  □Asian  □その他 

 

５．５．４  トリアージ/ＩＤタグの取り付け 

1. ﾄﾘｱｰｼﾞ/ID ﾀｸﾞの取り付けは、被災者すべてを対象とする。 

2. 関係機関は、原則としてすべての被災者がﾄﾘｱｰｼﾞﾎﾟｲﾝﾄを通過するよう対応す

る。 

3. ﾄﾘｱｰｼﾞﾎﾟｲﾝﾄを通過しなかった軽症者・無傷者に対しては、軽症者・無傷者避難

所においてﾄﾘｱｰｼﾞ/ID ﾀｸﾞを取り付ける。 

4. 直接、遺体仮安置所に搬送された被災者には、同所においてﾄﾘｱｰｼﾞ/ID ﾀｸﾞを取

り付ける。          (【別紙 17】 ｢ﾄﾘｱｰｼﾞ/ID ﾀｸﾞの取り付けと記載」参照) 

 

５．５．５  トリアージ/ＩＤタグの記載 

1. ﾄﾘｱｰｼﾞ/ID ﾀｸﾞは災害時の「ｶﾙﾃ」であり、その記載は過不足なく行う。 

2. ﾄﾘｱｰｼﾞ/ID ﾀｸﾞの記載は、被災者が搬送ｺﾝﾄﾛｰﾙﾎﾟｲﾝﾄ、軽症者・無傷者避難所、

もしくは遺体仮安置所を離れるまでの間に完了する。 

(【別紙 17】 ｢ﾄﾘｱｰｼﾞ/ID ﾀｸﾞの取り付けと記載」参照) 
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５．５．６  トリアージ/ＩＤタグの回収と管理 

1. 搬送ｺﾝﾄﾛｰﾙﾎﾟｲﾝﾄ、軽症者・無傷者待機所、遺体仮安置所における 

ﾄﾘｱｰｼﾞ/ID ﾀｸﾞは、現場統制所/合同対策本部に集積し、一元管理を行う。 

(【別紙１8】 ｢ﾄﾘｱｰｼﾞ/ID ﾀｸﾞ｣、 

【別紙 19】 「ﾄﾘｱｰｼﾞ/ID ﾀｸﾞの流れ(災害現場用：1枚目)」、 

【別紙 20】 「ﾄﾘｱｰｼﾞ/ID ﾀｸﾞの流れ(搬送機関用：2枚目)」、 

【別紙 21】 「ﾄﾘｱｰｼﾞ/ID ﾀｸﾞの流れ(収容医療機関用：3枚目)」参照。） 

2. ﾄﾘｱｰｼﾞ/ID ﾀｸﾞには、ﾀｸﾞが被災事実証明書となる旨を 4 ヵ国語（日本語、英語、

中国語、韓国語）で明示しておく。 

 

５．６５．６５．６５．６        搭乗者への案内搭乗者への案内搭乗者への案内搭乗者への案内    

５．６．１  搭乗者への案内文の作成と配布 

1. 発災後速やかに、軽症者及び無傷者に対し、軽症者・無傷者避難所で 

【別紙 22】 「搭乗者への案内」を配布する。 
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６．遺体・遺族への対応６．遺体・遺族への対応６．遺体・遺族への対応６．遺体・遺族への対応                                                                                                                         

    

６．１６．１６．１６．１        遺体の搬送遺体の搬送遺体の搬送遺体の搬送    

1. 遺体の収容及び遺体仮安置所への搬送は、警察、消防、自衛隊等の関係機

関が行う。 

2. 遺体仮安置所から遺体安置所への搬送は、千葉県警察（県警本部、空警隊、

空港署）が主として実施する。    

3. ﾄﾘｱｰｼﾞﾎﾟｲﾝﾄで黒ﾀｸﾞと判定された被災者は、遺体仮安置所に搬送する。 

4. 明らかに社会死と判断される被災者は、事故現場より、直接遺体仮安置所へ

搬送し、遺体仮安置所で被災者管理の観点から、黒ﾀｸﾞをつける。 

    

６．２６．２６．２６．２        遺体の安置場所遺体の安置場所遺体の安置場所遺体の安置場所    

1. 空港内事故の場合、ﾉｲｽﾞﾘﾀﾞｸｼｮﾝﾊﾝｶﾞｰを仮安置所、空警隊 D 隊舎会議室を安

置所とする。 

2. 空港外事故の場合を以下の条件を考慮し、自治体と調整のうえ、地域防災計画

等に準じた遺体安置所を選定する。 

(1) 現場から可能な限り近いこと 

(2) 遺体修復作業に必要な電気、水道が確保できること 

(3) 関係者のｱｸｾｽが容易なこと 

(4) 部外者を遮断できること 

 

６．３６．３６．３６．３        遺体の身元確認遺体の身元確認遺体の身元確認遺体の身元確認    

1. 「検視及び身元確認」は、医師及び歯科医師の協力を得て、警察が行う。 

2. 外国人被災者の場合は、警察が当該国駐日外交機関の協力を得て、身元確

認を行う。 

 

６．４６．４６．４６．４        遺体の引渡し遺体の引渡し遺体の引渡し遺体の引渡し    

1. 遺族への遺体の引渡しは、警察が行う。 

2. 当該航空会社は遺体の引渡しに立会い、以降、遺族への支援を行う。 

 

６．５６．５６．５６．５        DMORTDMORTDMORTDMORT、あるいはそれに準じた活動、あるいはそれに準じた活動、あるいはそれに準じた活動、あるいはそれに準じた活動    

現段階では DMORT については計画に入れない。 
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７．軽症者・無傷者・家族等への対応７．軽症者・無傷者・家族等への対応７．軽症者・無傷者・家族等への対応７．軽症者・無傷者・家族等への対応                             

    

７．１７．１７．１７．１        軽症軽症軽症軽症者者者者・無傷者のケア・無傷者のケア・無傷者のケア・無傷者のケア    

1. 空港内事故の場合、第 1 旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙにおいては 28 番ﾊﾞｽｹﾞｰﾄ、第 2 旅客 

ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙにおいては 70 番ﾊﾞｽｹﾞｰﾄを「被災者一時待機所」に指定する。 

2. 軽症者・無傷者は「ﾄﾘｱｰｼﾞﾎﾟｲﾝﾝﾄ」で必ずﾄﾘｱｰｼﾞ/ID ﾀｸﾞをつけ、現場の「軽症 

者・無傷者避難所」へ移動する。「軽症者・無傷者避難所」へ直接誘導された被

災者については、「軽症者・無傷者避難所」においてﾄﾘｱｰｼﾞ/ID ﾀｸﾞをつける。 

ﾄﾘｱｰｼﾞ/ID ﾀｸﾞには、入手可能な情報を記載する。 

3. 軽症者・無傷者には【別紙 22】 「搭乗者への案内」をあらかじめ 4ヶ国語以上で

準備しておき、配布する。 

4. その後可及的速やかに「被災者一時待機所」へ輸送し、【別紙 23】 「乗客登録

用紙」若しくは当該航空会社が指定する方法で、搭乗者の身元を確認すると共

に、旅客の希望に応じて、その後の対応を手配する。 

5. 「被災者一時待機所」においては、必要に応じ軽度の医療処置及び被災者の

精神的安定が図られる対応を準備する。 

6. ﾄﾘｱｰｼﾞﾎﾟｲﾝﾄで軽症若しくは無傷と判定された場合においても、その後容態が

悪化する場合、精神的ｼｮｯｸにより治療を必要とする場合がありえるので、「被

災者一時待機所」からも、必要に応じ病院へ搬送できる体制を整備する。 

7. 「被災者一時待機所」には被災者の求めに応じられるよう、軽食及び飲料を準

備する。 

8. 空港内の「近親者ﾚｾﾌﾟｼｮﾝﾃﾞｽｸ」で申し出があった近親者と情報が一致する場

合は、TV電話等で相互の連絡、安否確認が行える体制を整備する。 

9. 空港近傍のﾎﾃﾙを、当該航空会社乗員及び本社からの応援派遣員が使用す

るﾎﾃﾙとは別に確保する。 

10. CIQの協力を得て入国手続き(可能であれば事後手続き)を行い、被災者を 

ﾎﾃﾙへ輸送する。 

11. 被災者と近親者との面会はﾎﾃﾙにて行う。 

12. 「被災者一時待機所」からﾎﾃﾙへの経路及びﾎﾃﾙにおいては、警備員を配置

し、被災者の意思に反しﾏｽﾒﾃﾞｨｱから不当な接触を受けることのないようにす

る。    
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７．２７．２７．２７．２        被災者家族への対応被災者家族への対応被災者家族への対応被災者家族への対応    

1. 被災者の近親者への通知に関しては、ｹｰｽごとに分けた通知主体を明示する。 

① 負傷者及び無傷者の場合は、当該航空会社のｺｰﾙｾﾝﾀｰから近親者へ通知

する。 

② 死亡者の場合は、一義的に警察から近親者へ通知するが、可及的速やかに

航空会社からも連絡する。 

2. 当該航空会社は、ｺｰﾙｾﾝﾀｰにおいて近親者への通報及び問い合わせに応ず

るが、空港にいる、若しくは空港に到着した家族等については「近親者ﾚｾﾌﾟｼｮﾝ

ﾃﾞｽｸ」を設置し、対象となる被災者氏名、被災者との関係、連絡先を確認すると

ともに、その希望に応じ必要な手配を行う。 

3. 重症者、中等症者、軽症者、無傷者、死亡者は、「搭乗者状態ﾘｽﾄ」に基づき、

被災者の家族が被災者と、出来る限り早く再会できるよう手配する。 

4. ｢被災者一時待機所｣に収容された軽症者、無傷者との情報が一致する場合に

は TV電話等で直接安否が確認できるよう手配する。 

5. 軽症者・無傷者の家族等を被災者との再会のためﾎﾃﾙへ案内する。 

6. 身元不明者の家族等、その後の対応が必要な家族等をﾎﾃﾙへ案内する。 

7. 被災者の家族、知人についても、必要な場所に警備員を配置し、ﾒﾃﾞｨｱから隔離

する。 

 

７７７７．３．３．３．３        ＰＴＳＤ対策ＰＴＳＤ対策ＰＴＳＤ対策ＰＴＳＤ対策 

1. 合同対策本部は、発災後可及的速やかに PTSDへの対応に必要な以下のよう

な手段を講じる。 

2. 関係機関は、PTSD 対応のための医療者（精神科医、心療内科医、看護師な

ど）、聖職者等の災害現場等への参集に際して、航空管制、車両通行、ｹﾞｰﾄ進

入等を優先的に許可しなければならない。 

 

3. 関係機関は、PTSD対策の一環として、被災者ならびにその家族がﾒﾃﾞｨｱの不当

な接触から保護されるよう、必要な手段を講じなければならない。 

4. 合同対策本部は、「被災者一時待機所」に近接したｴﾘｱに、個別面談が可能な部

屋を確保し、「日本赤十字社-こころのｹｱﾁｰﾑ」等が被災者およびその家族への

対応を実施できる環境を整備する。 

5. 「こころのｹｱﾁｰﾑ」等は、被災者およびその家族が現場を離脱した後に、救護活

動に従事した関係者のうち、自身で必要と判断するか、あるいは周囲が必要と

判断した者に対しても、PTSD 対応のためのﾃﾞﾌﾞﾘｰﾌｨﾝｸﾞを実施する。 

6. 発災翌日以降は、救護活動に参画した各所属ごとに「PTSD 対応責任者」を定め、

救護活動参加者の精神的心理的状態をﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟする。 
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８．航空８．航空８．航空８．航空会社会社会社会社                                                                                                                                                     

    

８．１８．１８．１８．１        当該航空会社の緊急体制当該航空会社の緊急体制当該航空会社の緊急体制当該航空会社の緊急体制    

1. 航空会社を代表して一定の判断が要求される、①航空機事故対応の総括及び

本社との連絡調整、②合同対策本部・現場統制所への派遣、と業務委託先等に

より対応可能な③事故現場、「軽症者・無傷者一時待機所」、ﾎﾃﾙ、及び収容先

医療機関等で乗客及びその家族等の対応を行う要員、を整理し、不足する要員

については、ｱﾗｲｱﾝｽｸﾞﾙｰﾌﾟ、若しくは地上業務受委託契約による契約関係に

基づき、緊急事態において必要な人員を確保出来るよう、あらかじめ航空会社

ごとに支援体制について協議し、対応出来る体制を確立する。 

    

８．２８．２８．２８．２        搭乗者名簿搭乗者名簿搭乗者名簿搭乗者名簿 

１．当該航空会社は、合同対策本部に 2 時間以内を目途に、搭乗者名簿を提出

する。 

2. 合同対策本部は、搭乗者名簿に記載された個人情報を、救助・救難目的のみ 

に限定して使用するものとし、その事を緊急計画に明記する。 

3. 当該航空会社が、当該国若しくは当該航空会社の方針により、搭乗者名簿を

提出する場合に書面による確認等の手続きが必要な場合は、その手続きを事

前に確認し、当該航空会社と合同対策本部（NAA）が覚書等を取り交わして、

手続の簡素化及び迅速化を図る。 

    

８．３８．３８．３８．３        当該航空会社への支援体制当該航空会社への支援体制当該航空会社への支援体制当該航空会社への支援体制 

1. ｱﾗｲｱﾝｽｸﾞﾙｰﾌﾟ、若しくは地上業務受委託契約による関係航空会社相互の支援

体制に加え、空港内関連会社とも協議し、必要な人員を確保する。 

    

８．８．８．８．4444        その他の航空会社の緊急体制その他の航空会社の緊急体制その他の航空会社の緊急体制その他の航空会社の緊急体制    

1. CDM(Collaborative Decision Making)を取りいれた BCP(Business Continuity Plan)

をあらかじめ設定しておく。 

2. 合同対策本部にＡＯＣ代表が参加し、当該航空会社以外の航空会社に対して適

宜情報を提供する。 

3. AOC 代表が、各航空会社にﾀｲﾑﾘｰに情報を提供出来るよう、電話・FAX に加え

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ環境を整備する。 

4. 運航再開に当っては、滑走路閉鎖により停滞した航空機運航を可能な限り効率

良く、円滑に処理することを第 1 優先とし、各航空会社はそれに協力する。 
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5. 情報をﾀｲﾑﾘｰに伝達し、共有するためには双方向ｼｽﾃﾑ(Portal Site)が最も効率

的であり、そのためのｼｽﾃﾑ構築を検討する。 
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９．マスコミへの対応９．マスコミへの対応９．マスコミへの対応９．マスコミへの対応                                                                                                                                 

    

９．１９．１９．１９．１        マスコミ活動に対する対応マスコミ活動に対する対応マスコミ活動に対する対応マスコミ活動に対する対応    

1. 航空機事故現場においては、警察及び警備員により、早期かつ的確に規制線

を設定し、ﾏｽｺﾐ立入禁止措置を行うことによって、円滑な緊急活動環境の確保

と被災者ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰの確保を行う。。 

2. 航空機事故現場から滞在先ﾎﾃﾙまでのﾙｰﾄ上において、被災者及び被災者家

族をﾏｽｺﾐから隔離し、ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰを確保する。 

3. AOC は成田国際空港ﾎﾃﾙ業協会と、あらかじめ協定を締結し、ﾎﾃﾙ滞在中にお

いて被災者及び被災者家族がﾏｽｺﾐから隔離され、ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰが確保されるように

する。 

    

９．２９．２９．２９．２        取材ヘリに対する対応取材ヘリに対する対応取材ヘリに対する対応取材ヘリに対する対応    

取材ﾍﾘに対する対応は以下のとおり。 

1. 救急救護活動に従事する緊急ﾍﾘの運航を最優先する。 

2. 取材ﾍﾘの待機ﾎﾟｲﾝﾄ、又は待機ｴﾘｱを事前設定する。 

3. 緊急ﾍﾘと取材ﾍﾘの飛行経路を分離する。 

4. CAB 管制は救急ﾍﾘによる被災者の搬出が終了するまで取材ﾍﾘに待機を指示す

る。 

5. 合同対策本部は、緊急活動沈静化の状況を確認し、取材ﾍﾘによる現場上空で

の取材開始時間を調整する。 

6. 取材ﾍﾘが成田空港で燃料補給を行なう場合、緊急ﾍﾘの給油を優先する。 

 

９．３９．３９．３９．３        合同対策本部における共同記者会見合同対策本部における共同記者会見合同対策本部における共同記者会見合同対策本部における共同記者会見 

1. 事故発生後 2 時間以内に、合同対策本部は第 1 回の共同記者会見を行い、そ

の段階で確認されている客観的事実を公表する。 

2. その後も定期的(概ね 2 時間毎)に合同対策本部は記者会見を行い、最新の情

報を開示する。 

3. 記者会見は、特に目新しい情報が得られない場合においても、定期的に実施す

る。 

4. 発表内容は、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞでも公表され、最新の情報に更新されるべきである。 
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９．４９．４９．４９．４        個別機関における記者会見個別機関における記者会見個別機関における記者会見個別機関における記者会見・対応・対応・対応・対応    

1. 個別機関における記者会見は、情報が混乱しがちな初期においては、個別機

関における対応をさけ、合同対策本部のおこなう共同記者会見に集約する。 

2. 個別機関において記者会見を行う場合はその発表内容を合同対策本部に報告

し、相互の発表する内容に齟齬が生じないようにする。 

    

９．５９．５９．５９．５        航空会社の対応航空会社の対応航空会社の対応航空会社の対応 

1. 当該航空会社のﾏｽｺﾐ対応及び記者会見は、基本的に当該航空会社本社若し

くは日本地区代表者が対応する。 
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１０．空港運用の再開１０．空港運用の再開１０．空港運用の再開１０．空港運用の再開                                                                                                                                                             

 

成田国際空港は、我が国にとって重要な社会ｲﾝﾌﾗであり、航空機事故発生後停

止した空港の運用を、可能な限り早急に再開することが重要である。そのために

「事業継続計画（BCP : Business Continuity Plan）」の観点から、空港運用再開につ

いて次の事項を定める。 

 

1. 滑走路運航再開の「目標時間」 事故発生場所 対象滑走路 滑走路運航再開の目標時間 A) 空港内事故 1) 事故発生滑走路 4日後 2) 事故発生滑走路以外の滑走路 4時間後 B) 空港外事故 3) 全ての滑走路 4時間後 
 

2. 滑走路運航再開への取り組み 

航空機事故の発生場所に応じ、以下のとおり、早期再開に向けた取り組みを行う。 A) 空港内 事故  ①「事故発生滑走路以外の滑走路」の早急な運航再開を図る。 ②「事故発生滑走路」のできるだけ早期の運航再開に取り 組む。 B） 空港外 事故 ①2本の滑走路の早急な運航再開を図る。 ②住民や地上施設の被災状況によっては、その直上を離着陸飛行 経路とする滑走路については、自治体理解の難しさや住民の感情 から、「目標時間」での滑走路再開が難しいことも想定される。そ の場合は、他の滑走路の運航再開を先行して取り組む。 
 

3. 滑走路運航再開の主要ﾎﾞﾄﾙﾈｯｸ A） 空港内 事故  1) 事故発生滑走路 ①事故調査委員会及び警察による現場検証の終了 ②航空機の移動又は撤去 ③滑走路関連施設の復旧 ④自治体の理解 2) 事故発生滑走路以外の滑走路 ①現場における緊急活動（救急車・ﾍﾘによる被災者輸送）の沈静化 ②同滑走路用消火能力（消防車）の回復 ③自治体の理解 
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B) 空港外 事故 ①現場における緊急活動（ﾍﾘによる被災者輸送）の沈静化 ②航空機・周辺施設等からの発煙状態の沈静化（離着陸経路直下の場 合） ③自治体の理解と住民感情 
 

4. 主要ﾎﾞﾄﾙﾈｯｸ解除の取り組み 主要制約事項 解除の取り組み (1) 自治体 調整 と住民感情  ①空港内機事故の場合 ＮＡＡは空港周辺の関係自治体に対して状況を説明し、運航再開についての理解を求める。 ②空港外事故の場合 ＮＡＡは当該航空会社と共に、当該自治体・周辺住民に対して陳謝と状況説明を行い、また運航再開についての理解を求める。更に、離着陸飛行経路直下の自治体に対して、状況を説明し、運航再開についての理解を求める。 (2） 事故調査 委員会及び 警察による 現場検証の 終了  
③空港事務所は事故調査委員会に対して、現場検証の速やかな実施 を要請すると共に、当該航空会社・ＮＡＡと共に、現場検証の円滑な 実施に協力する。 ④ＮＡＡは警察に対して、現場検証の速やかな実地を要請すると共に、 当該航空会社・空港事務所と共に、現場検証の円滑な実施に協力す る。 (3) 航空機の移 動又は撤去 ⑤当該航空会社は速やかな事故機の移動又は撤去の準備を整え、現場検証終了後、直ちにそれを実施する。 ⑥ＮＡＡ、当該航空会社以外の航空会社は、事故機の速やかな移動又は撤去に協力する。 (4) 滑走路 関連施設の 復旧  ⑦ＮＡＡは、破損した滑走路関連施設（舗装、ﾏｰｷﾝｸﾞ、航空灯火、航空 保安無線施設等）の速やかな復旧の準備を整え、現場検証終了後、 また事故機の移動又は撤去後、直ちにそれを実施する。  (5) 滑走路運航 再開のため の確認・ 調整体制 ⑧合同対策本部は、滑走路運航再開のための総合調整を行うと共に、 「ﾎﾞﾄﾙﾈｯｸ」の解除等、運航再開の状況が整ったことを確認し、 関係機関に運航再開を指示する。  

 

 


